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○富士市審議会等の公募委員候補者登録制度実施要綱

平成29年８月31日

告示第184号

改正 平成29年12月８日告示第221号

（目的）

第１条 この要綱は、審議会等の公募委員候補者登録制度の実施に関して必要な事項を定めることによ

り、市民の市政参加の機会を創出し、より多くの市民の意見を市政に反映させることを目的とする。

（定義）

第２条 この要綱において「審議会等」とは、地方自治法（昭和22年法律第67条）第138条の４第３項の

規定に基づく附属機関のほか、学識経験者、市民等からの意見の聴取を目的として開催する懇談会等

をいう。

２ この要綱において「公募委員候補者登録制度」とは、審議会等の公募委員（公募による懇談会等へ

の参加者を含む。以下同じ。）として市政に参加する意志を有する市民を公募委員候補者として事前

に登録するとともに、登録を受けた者のうちから公募委員を選任する制度をいう。

３ この要綱において「実施機関」とは、市長、教育委員会及び公営企業管理者（水道事業及び公共下

水道事業の管理者の権限を行う市長をいう。）をいう。

（一部改正〔平成29年告示221号〕）

（公募委員候補者の予定者の選定）

第３条 市長は、本市の住民基本台帳に記録されている者で公募委員候補者として登録しようとする年

度（以下「登録実施年度」という。）の４月１日における年齢が満18歳以上のものの中から、無作為

に抽出する方法により、別に定める数の公募委員候補者の予定者を選定するものとする。

２ 市長は、前項の規定による選定をしたときは、公募委員候補者の予定者に対し登録等に関する事項

を通知するものとする。

（公募委員候補者名簿への登録）

第４条 前条第２項の規定による通知を受けた者のうち公募委員候補者として登録しようとする者は、

公募委員候補者登録同意書（第１号様式。以下「同意書」という。）を市長に提出するものとする。

２ 市長は、同意書の提出があったときは、当該同意書を提出した者を公募委員候補者として公募委員

候補者名簿に登録するものとする。ただし、当該同意書を提出した者が市議会議員及び市職員（特別

職の職員で非常勤のものを除く。以下同じ。）である場合を除く。

３ 公募委員候補者名簿への登録期間は、登録した日から２年間とする。

（無作為抽出の方法によらない登録）

第５条 第３条の規定にかかわらず、本市の住民基本台帳に記録されている者で登録実施年度の４月１

日における年齢が満18歳以上のものは、別に定める期間に同意書を市長に提出することにより、公募
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委員候補者としての登録を申し出ることができる。

２ 前条第２項及び第３項の規定は、前項の登録について準用する。

（登録の変更等の届出）

第６条 公募委員候補者は、登録した事項に変更が生じたとき、又は登録を廃止しようとするときは、

公募委員候補者登録（変更・廃止）届出書（第２号様式）により市長に届け出るものとする。

（登録の廃止）

第７条 市長は、公募委員候補者が次の各号のいずれかに該当するときは、登録を廃止するものとする。

(１) 前条の規定により登録の廃止を届け出たとき。

(２) 登録の有効期間が満了したとき。

(３) 市外に転出したとき。

(４) 市議会議員又は市職員となったとき。

(５) その他市長が登録を廃止する必要があると認めたとき。

（公募委員候補者名簿の管理）

第８条 公募委員候補者名簿の管理は、総務部行政経営課が行うものとする。

（公募委員の選任）

第９条 実施機関は、審議会等の公募委員を選任しようとするときは、原則として公募委員候補者名簿

から公募委員候補者を選定するものとする。

２ 実施機関は、選定した公募委員候補者に対し、当該審議会等の目的、概要等の必要な説明を行い、

当該審議会等の公募委員への就任の意向を確認するものとする。

３ 実施機関は、前項の規定による確認において、公募委員候補者が公募委員への就任を承諾したとき

は、当該公募委員候補者を当該審議会等の委員に選任するものとする。

４ 前項の規定による承諾は、書面により行うものとする。

（委任）

第１０条 この要綱に定めるもののほか、審議会等の公募委員候補者登録制度の実施に関し必要な事項

は、別に定める。

附 則

１ この要綱は、平成29年10月１日から施行する。

２ 第９条の規定は、平成30年４月１日以降に行う審議会等の公募委員の選任について適用する。

附 則（平成29年12月８日告示第221号）

この要綱は、公示の日から施行する。
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第１号様式（第４条関係）

第２号様式（第６条関係）


